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我が国の地域団体商標制度の主体要件の改定に関する考察 
 
木原 慎一朗 
 
【修士論文概要書】 
 
本論文の目的は、我が国の商標法における地域団体商標制度の主体要件（商標出願を行
う者が満たすべき条件）にかかわる問題提起を行うことにより、現行法は、地域ブランド
（その地域に存在する自然、歴史、文化、食、観光地、特産品、産業等の地域資源の付加
価値を高め、他の地域との差別化を図ることにより、市場において、情報発信力や競争力
の面で比較優位を持ち、地域住民の自信と誇りだけでなく、旅行者や消費者等に共感、愛
着、満足度をもたらすもの）の保護を十分になし得ないものであることを明らかにしたう
えで、その欠陥を補填する新たな制度（主体要件を中心に）を見出すことである。 
 近年、特色ある地域づくりの一環として、地域の事業者が一体となり、その地域の自然、
歴史、文化、風土等に起因する商品の生産や役務の提供を行い、他の地域のそれらと差別
化を図る地域ブランドにかかわる取り組みが全国的に盛んになっている。こうした取り組
みを支援する地方公共団体等の公的機関の動きも活発化しており、地場産業の活性化に寄
与する地域ブランドに対する期待が急速に高まっている。経済的な効果（売上規模の拡大、
雇用の増加、組織力の強化）が見込める程度まで、地域ブランドのブランド力（他と明確
に差別できる個性）を高めるためには、その地域ブランドにかかわる商品や役務の名称に
ついて、需要者の間で一定の知名度を獲得する必要があることから、その地域の名称を地
場産業である商品や役務の名称と組み合わせたものを商標として使用することが一般的で
ある。このような方策を考慮し、地域ブランドにかかわる商標の保護を適切に図り、地域
ブランドに対する信用を維持することにより、我が国の産業競争力の強化と地域経済の活
性化を目的として、商標法のもとに地域団体商標制度が導入された。 
 地域団体商標制度の導入以来、地域団体商標の出願は全国的に高い関心を集めた。しか
しながら、地域団体商標制度の主体要件のもとでは、地方公共団体等の公的機関に出願人
適格がないことから、地域ブランドの保護を適切に図ることができないという事態が生じ
ている。こうした状況は、地域団体商標制度の導入趣旨を損なうものである。それでは、
地域団体商標制度の主体要件をどのように改定する必要があるのだろうか。 
 この点について、これまで、地域団体商標制度の代替制度もしくは延長制度として、イ
ギリスやアメリカ合衆国等に見られる証明商標制度を商標法に導入すべきではないかとい
う議論がなされてきた。しかしながら、それらの研究は、何ら具体的な提案を伴うもので
はなかった。 
 そこで、本論文における研究では、地域ブランドの保護を適切に図るために必要な制度
を提案したうえで、現行の商標法にその制度が組み込まれることによって生じる諸問題を
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解消する。研究の方法は、特許庁の統計資料、地域ブランドにかかわる取り組みの事例、
諸外国の法律等の文献調査による。 
 
